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日本の企業経営者が直面している課題

デジタリゼーション

グローバリゼーション

基礎競争力

成長

ハイパフォーマンス
企業の軌跡

時間

 ディスラップターの出現
 サーキュラー・エコノミー（循環型経済）
 シェアリングエコノミー（所有から利用へ）
 アウトカムエコノミー（成果型経済）
 ソーシャル化

 リスクの増大と多様化(VUCA)
 マルチ・ラテラリズム ⇒バイ・ラテラリズム
 継続的なマーケット拡大

 稼ぐ力
生産性向上（ヒト・モノ・カネ・情報）

 コーポレート ガバナンス

 ICT力
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基礎競争力

 競争に必要なキャッシュフロー、ROE、ROAの最大化

 事業ポートフォリオの新陳代謝活性化（産業と企業）

 生産性向上（ヒト、モノ、カネ、情報）

 イノベーション力向上に必要な環境（国内外／異業種／産官学民とのオープンイノベーション）

稼ぐ力

 経営の透明性を高める

 独立／社外取締役の増員

 スチュワードシップコードの徹底

 様々な視点／期待値を持ったステークホルダーや投資家との対話

コーポレート ガバナンス力

 脱レガシーシステム

 IoT、ビックデータ、AI、クラウド ……

ICT 力



3Copyright © 2017 Accenture  All rights reserved.

• 欧米と比べ30-40％低い、特にサービス生産性

• アウトプット志向よりプロセス志向

労働集約型→資本集約型→知識集約型へ
働き方改革、人づくり革命、人材モビリティーの活発化

• 工場や事業レベルは高いが、「横」や「全体」最適化が弱い

• コンビナートや工場自体も課題あり（化学など）

• リサイクルやエネルギー効率は進んでいる

IoTを最大活用；サーキュラー・エコノミーへの移行

• ROE、ROI、企業の時価総額などのレベルはまだ低い

• ベンチマーク志向、利益志向が全社レベルで低い

Japan 2.0

• レガシーコストが高い、戦略的投資 VS メンテナンスコスト（3：7）

• 利益性 VS プライバシーのトレードオフが保守的

情報生産性の浸透

生産性向上

情報

ヒト
（労働生産性）

モノ

カネ
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新たなマインドセットの必要性

出所：経済同友会創立70周年記念式典より

Japan2.0（経済同友会）

「公益資本主義」
や

「三方良し」の発想
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情報活用のためのアプローチは、利用価値・利用者に着目するアウトプットを高めるアプローチ、
データ量・労力に注目するインプットを減らすアプローチが考えられる

情報の生産性を高めるアプローチ

情報の活用価値を向上させる
単に”情報”というだけでなく、利用者にとって”価値”がある形に変換されて
いるか

情報加工の労力を減らす
人手を介さない、或いは少ない労力で分析ができるような情報整備・
システム構築ができているか

データ「量」をダイエットする
量基準の”ビックデータ”から脱却し、質基準の”ビックデータ”を構築できて
いるか

情報を活用できる裾野を広げる
情報が”価値化”された状態で幅広い層に利用される基盤が整っているか

そのときのプライバシー、個人情報の扱いが明確になっているか
アウトプット

インプット

生産性 =
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デジタル化社会を加速するテクノロジー

ICTの進化

Singularity?
（技術的特異点）

半導体

通信

ソフトウェア
（AI）

進化

1960 1995 2015 2045

非ノイマン？
• ニューロ・コンピュータ
• 量子コンピュータ

5G
デバイス

（IoT/IoE）

Exponential Growth?
（指数関数的成長？）

AI（人工知能）の進化
ディープラーニングの登場により、AIが飛躍的に進展し、
今後、企業にとっては競争優位の一つとなる。

AIの進展を後押しする要素

データ量の爆発的増加 処理性能の指数関数的進化

Deep Learningの登場
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デジタリゼーション

ディスラップターの出現（破壊と創造のサイクル）1

• デジタル/ICTと大きな夢を持つディスラップターが業界の定義や地図を変える

• アマゾン：アマゾンショック／エフェクト
P.8～12

アウトカムエコノミー（成果型経済）4

• 顧客が求めるアウトカムを実現するために新たなエコシステムと業界が形成されつつある

• ロールスロイス、ミシュラン、医薬など

ソーシャル化5

• Facebook, Line, Twitterなどを使いこなす「ミレニアル世代」

• 情報格差の縮小と読みにくい行動様式

シェアリングエコノミー（所有から利用へ）3

• アセットの効率活用に向け、大きな社会現象が世界を巡り、ビジネスモデルが
百花繚乱

• Air Closet、メチャカリ（衣服）などのサブスクリップションモデル

Uber
AirBnB UK(CareRooms)

ラクスル

サーキュラー・エコノミー（循環型経済）2

• 世界はムダだらけ・・・自動車の稼働率は4.2%、日本には820万戸の空き家、「処方された薬に
飲み残しが生じる」と回答した人は半数以上、都市鉱山に日本が必要なレアメタルは眠っている・・・

• 林業、水産業やリサイクルという範囲を超える概念；製品寿命の最大化や製品のサービス化を含む

• BMW i3、Teslaなどの先進例

P.13～18

P.20~21

P.22へ

P.19
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バー
(銀座)

書店
(NY他6店)

Disruptorの典型的な戦い方は

（1） ICTを活用して、顧客ベースを掴み、既存のバリューチェーン・エコシステムを再構築
（2） さらに、スケールを活かして他市場に参入
（3）1994年創業、2014年までは赤字体質、いまや時価総額60兆円以上

ディスラップターの出現

Amazonは「Digital Disruptor」から「Platformer]へ

スケールを活用して他市場に参入

ネット販売から参入し顧客ベースを
押さえ、既存のバリューチェーン・

エコシステムを組み替え。

最近はページ課金、印税も同じ考え方。

店舗
販売

印刷・
製本

制作・
編集・
出版

破壊破壊

ネット
販売・

リコメンド

書籍市場

EC市場

サーバー市場

「リビングサービス」
全般

• ダッシュボード

コンビニ？
• Amazon Go

メディア

Alexa
（パーソナル・
エージェント）

「Physital」戦略

コンテンツ戦略

 世界的に展開、巨大なスケールを獲得
 あらゆる「コンテンツ」にカテゴリーを拡大
 次は生鮮に本格参入(Fresh)

（Whole Foods買収）
 そしてファッションにも

• Amazon Prime video
• Twitch(ゲーム）アマゾン

キンドル

IBM, hp, DELL

アマゾン
ウェブサービス
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ホワイトスペースは、全体の消費でみると6割ほどある。その多くは規制、専門性、単価の高い
領域となり、ヘルスケア、保険・金融、移動、不動産、インフラ、教育など

Amazonのホワイトスペース
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これからの主戦場は、インテリジェントなコンシェルジェ領域になるのではないか？

今後の主戦場：インテリジェント・コンシェルジェ

テクノロジ基盤 オペレーション基盤 意思決定支援基盤

仲介

不動産業
レンタカー

ヘッドハンター
両替

製品基盤

水道哲学
「デファクト」

御用聞き

外商
仲人

近代小売

POSシステム
SPAモデル

高度専門サ―ビス

投資信託
ファイナンシャルプランナー

マーケットプレイス
高度化・自動化

購買代行化

インテリジェント
コンシェルジェ

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
価
値

人力 ソフトウェア ネットワーク インテリジェンス

製品価値の
「普遍化」

顧客が求める
価値提供の

「エージェント」

デマンドと
サプライの

「マッチング」

プラットフォームの価値を支えるテクノロジー

P7へ戻る

Google, UBER, YAHOO!
Amazon, KICKSTARTER
Airbnb, LINE

Windows
Java
SAP

AWS
salesforce
PayPal

DEEPMIND
IBM WATSON
Predix
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「働いていない」「使われていない」「空いている」状態の資産を徹底的かつ「効果的」に活用
することで経済構造が大きく変わる

サーキュラー・エコノミー

新たな経済モデルへの転換

サーキュラー・エコノミー型

Linear 
Value Chain

大量生産大量消費型

調達 製造 販売 廃棄

Circular 
Value 
Chain

再販売リメイク

再利用リビルド

リターン シェア/サービス化

利用 調達 製造 販売 廃棄利用

• 2030年までの世界全体の市場成長ポテンシャル：4.5兆ドル
• 環境負荷の低減率：60 - 85%

• 資源依存度の軽減率： 100%

取って、作って、使って、捨てる

Take, make, waste

取って、作って、使って、使い続ける

Take make, use and use again

出典：「サーキュラー・エコノミー」ピーター・レイシー&ヤコブ・ルトクヴィスト、2016年
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サーキュラー・エコノミーとは、再生し続ける経済環境であり、製品・部品・資源を最大限に
活用し、それらの価値が目減りすることなく再生・再利用し続けること

サーキュラー・エコノミー（循環型経済）とは

製品寿命の延長

サービスとしての製品

シェアリング

回収とリサイクル

原材料のスイッチ

START

ビジネスモデル

現在のバリューチェーン

道筋

方向

製品開発

製造

廃棄

製品利用

マーケティング
& セールス

調達

出典：“Waste to Wealth”、Peter Lacy & Jakob Rutguist、Palgrave MacMillan、2015

顧客

テクノロジー

資源
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Teslaはエネルギ―マネジメント事業の価値を40兆円までもっていくことを目指している

Teslaの目標

50%

50%

80兆円

現状

約5兆円

2025
（目標値）

•販売台数は25年時点
で250万台をターゲット
としている

•上記販売台数を達成
した際の売上規模は
20兆円程度と想定

• Teslaの企業価値目標
のうち、半分をエネル
ギーマネジメント事業で
積み上げる計画

•車両製造/販売が
事業の主

•年間7.6万台の販売で、
約1兆円の売り上げ

Teslaの企業価値ゴール (2016年発表）

車両製
造販売

エネルギー
マネジメント

事業
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Teslaは太陽光発電企業のSolar Cityを買収し、創業以来の目標であったエネルギー事業
でもディスラップターとして加速中。目標は新たなエコシステムを構築し、サーキュラー・エコノ
ミーを実践するプラットフォームに進化させること

Teslaのエネルギーマネジメントプラットフォーマーに向けた構想

一般家庭

• 初期費無料で
の蓄電池・
パネル設置

• 自動車用電池
の再利用

• アフターケア等の
メンテサービス

電力会社

• リース料
• 余剰電力

• 売電
対価

• 余剰
電力

• 私たちはカスタマーに一貫した
クリーンエネルギーのプロダクトを
提供する世界で唯一の
垂直統合型のエネルギー企業
となります

• カスタマーが運転する車から始まり、
それを充電するためのエネルギー源
の確保、そして自宅や会社の電力
の全てを賄うまでが完結します

（2016年6月21日プレスリリース）

エネルギーマネジメント事業のビジョンエネルギーマネジメント事業のビジネスモデル

Elon Muskはこの「夢」以外にも、Seastead Project、宇宙ビジネス、
トンネルインフラ（LA）などの壮大な構想を描き続ける

SolarCity

Tesla
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将来の電気事業（Utility 3.0）の全体像

送電会社
（TSO） 配電会社

（DSO）

分散エネルギー
取引市場

大規模エネルギー
取引市場

パワーマーケター
kWh

kWhkWh

kWh

kWh

kWh

kW

kW

kW

⊿kW ⊿kW

消費者

プロシューマー

EV充電
ステーション

リソース
アグリゲーター

UXコーディネーター

社会インフラ
（水道や通信）

再エネ
電源

大規模
電源

出典：「エネルギー産業の2050年 Utility3.0へのゲームチェンジ」、 日本経済新聞社、2017
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これから何が起きるか（仮説）

サービス料金の中に溶け込む電気代
（家計から消える電気代）

自動車業界と融合する
電力業界の未来

統合型ライフラインとなる
地域グリッド

廃炉と選択肢として
の次世代原子力

柔軟性を提供する火力発電

全国大の取引を継ぎ目に
行う広域グリッド

クラウド化する
電気事業

電化・分散化の同時進展

P7へ戻る
出典：「エネルギー産業の2050年 Utility3.0へのゲームチェンジ」、 日本経済新聞社、2017
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シェアリングの便益が最も高い初期購入価格が大きく稼働率が低い製品領域から、放射状
にシェアリング対象製品が広がっている状況

シェアリングエコノミー

所有から利用への進展（シェアリング/サービス化）

小

初期購入価格

稼
働
率(

使
用
率÷

S
K

U
)

中 大

高

低

家・部屋

自動車

衣類・バッグ
アクセサリー

家電

携帯電話

日用品

靴
食材

レシピ

食器

DVD/動画

ワークスペース

家具

• 青字:国内・海外
• 黒字:海外のみ
• 灰字:サービス無

凡例

腕時計

P7へ戻る
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MICHELINは、2013年には運送会社向けに実際の走行距離に基づきタイヤのリース料金
を請求する、「サービスとしてのタイヤ（Tire-as-a-Service）」を提供

アウトカムエコノミー
アウトカム志向：製造業がサービス企業へ
（MICHELIN “PAY BY THE MILE”:走行距離に応じたリース料金請求）

出典：Michelin Solutions press release、 July 11, 2013; Dipti Kumar、 “Step on the Pedal of Cloud Services、” CruxialCIO.com、 September 17, 2013.

タイヤのデジタル化で成果ベース課金を実現

タイヤ × IoT

• センサー埋め込み
• 利用状況を

収集・分析

タイヤを販売

従来のビジネス

タイヤをリース
センサー測定した走行距離に応じ課金

成果を売る経済

 タイヤの稼働率↑

 タイヤの寿命↑

 燃費効率↑
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既に多くの企業が利用価値に着目した新たな事業展開に取り組んでいる。デジタル活用が
不可欠になっている

アウトカム志向（利用価値）に着目した
サービス事業へのビジネスモデル転換

アパレル

プロのコーディネート
、無期限レンタル

「お洒落体験」
最大化

airCloset

スポーツギア

コミュニティ、
トレーニングアプリ

スポーツを楽しむ
「体験」提供

Nike +

総合通販

センサー機器、
アナリティクス

購買活動
そのものを代行

Amazon DRS

＋ ＋ ＋

= = =

Nike airCloset Amazon

B2C

メンテナンスや
運航計画最適化
Beyond the 

Engine

リビルド部品交換を
通じ維持費最適化

Cat Remain

=
遠隔監視 分解、再構築

＋
=

＋

エンジン パーツリターン

走行距離に基づき
タイヤ使用料支払

Tire as a 
Service

＋

=

センサー、
アナリティックス

タイヤ

MichelinGE Caterpillar

B2B

P7へ戻る

最近は薬も
効いてから

支払う
モデルも
登場



20Copyright © 2017 Accenture  All rights reserved.

2050年には「団塊ジュニア世代」は70代となり、依然として最大のボリュームゾーンを占める
が、人口動態上、「ミレニアル世代」はシニア層に差し掛かり重要なポジションに

ソーシャル化 ミレニアル世代

2050年の年齢構成

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

2015年の人口分布 2050年の人口分布

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

団塊ジュニア世代
‘70年代生まれ

ミレニアル世代
‘80～’00年代生まれ

6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000

男性 女性 男性 女性

Source: 国立社会保障・人口問題研究所「人口ピラミッド」
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2050年の時点では、選挙における得票数の過半数をミレニアル世代以降が占める見込み
であり、この世代が世論形成に大きな力を持つ可能性がある

ポスト・シルバー民主主義

2015年における国政選挙の投票者の年齢構成 2050年における国政選挙の投票者の年齢構成

20代
6.1％

30代
9.1％

40代
12.1％

50代
15.4％

60代
23.0％

80代
10.9％

90代
4.1％

100代+
0.5％

70代
23.0％

ミレニアル層

“以下”で62%

Source:出所 : 国立社会保障・人口問題研究所「人口ピラミッド」、
総務省「第４７回衆議院議員総選挙における年齢別投票状況」

現在は、シルバー層が
選挙に影響力を持ちやすい

20代
7％

30代
12％

40代
17％

50代
17％

60代
22％

70代
18％

80代
7％

90代
1％

: ミレニアル世代

: ポスト・ミレニアル世代

: 団塊ジュニア世代及び
その以前の世代
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ミレニアル世代の価値観は取り巻く環境に形成されている。”自分らしさ”の追求と、
その”自分らしさ”を体現する”行動様式の両極化”がミレニアルの特徴

ミレニアル世代の価値観・行動様式

Policy

 財政の行き詰まり

 2回の政権交代

Economy

 失われた”20年”

 デフレ

Society

 高齢化

 環境問題

Technology

 インターネット

 モバイル

“ミレニアル”を取り巻く環境 価値観の変容

共通する根源的な

価値観のシフト

個人主義
（”自分らしさ”の追求）

集団主義
（”自分らしさ”よりも”帰属意識”）

ア
ク
テ
ィ
ブ

非
ア
ク
テ
ィ
ブ

旧来的な
価値観

新たな
価値観

B

A

行動様式の両極化
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ミレニアル世代は、生活・活動単位が小規模化し、活動がバラバラ・不規則に

ミレニアル世代の生活・活動単位とその活動

仕事
多様な働き方が浸透し
通勤行動が大きく変化

余暇
ひきこもりと、リアルの
充実の同時進行

生活単位
世帯の単位は

核・核家族化の様相に

活動単位
交友関係は広いが
単独行動が増え、

移動主体として増加か

アクティブ層の特性

「結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい」は若者の間で支配的 平成25年版厚生労働白書

> ‘09年時点の調査で20代では87.8％が「賛成」若しくは「どちらかと言えば賛成」で他世代との間に乖離

週末婚・別居婚なども含めた様々な家族の在り方に対する許容 QOM総研 「結婚観」に関するアンケート調査

> 20~40代の独身男女へのアンケートによれば、「事実婚」に対する意欲・許容は50％を、 「週末婚」「別居婚」も40％を超える

非アクティブ層の特性

単独行動も目立つ エクスペディア「ミレニアル世代の旅行 国際比較調査」

> 日本のミレニアル世代の25%が直近の旅行は「一人」で
行ったと回答、「一人旅」が世界一多いという結果に

仕事と生活のバランスをとり、出世に無関心 JTB総合研究

所「ミレニアル世代（22～28歳）の価値観と旅行に関する調査（2017）」

> 「仕事と家庭生活をバランスよく両立したい」52.9％、「出
世には関心がない」24.8％は他国同世代と比べても高い

ひきこもりを自任する層は20代、30代で突出
ジェイアール東日本企画「Move実態調査2017」レポート

> 20代では62.3%、30代では50.2％がひきこもりと自己認
識、40代以上と比べ大きな差が存在

「一年以内に海外旅行した」人の割合
エクスペディア「ミレニアル世代の旅行 国際比較調査」

> 「一年以内に海外旅行した」人の割合はミレニアル世代の
22%が最も多い

増える余暇時間 NHK放送文化研究所「2015年国民生活時間調査報告書」

> 労働時間・家事時間は減り、余暇時間にシフトしている

SNSなどを通じて、交友関係を広く持ち、世界は”4次
の繋がり”へ Pew Research Center “Millennials in Adulthood”, 

Lars Backstrom et.al., (2012).

> ミレニアル世代のFacebook上での友人は2014年の調査
時点で平均250人に。SNSの繋がりを前提にすると、世の
中は”4次の繋がりに”

在宅勤務・フリーランスなど多様な働き方を積極的に求める Manpower Group「ミレニアル世代のキャリア 2020年に向けたビジョン」

> 求職時に求める優先事項として、61％が「柔軟な働き方」をあげる。この割合は「優秀な人材と働ける」ことよりも高い

自己実現としての”仕事”中心の生活も
RMS Research「新人・若手の意識調査 2016」

> 「打ち込める仕事であれば、仕事中心の生活になることもい
とわない」新人は足元で増加トレンド
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デジタルネイティブであるミレニアル世代は新しいテクノロジーの受入・吸収がスムーズ
主要なテクノロジー・製品の普及速度は高まっている

ミレニアル世代とテクノロジーの普及

 Facebook
（’04～）は
20.6億人

 Youtube
（‘05～）は
15.0億人

 WhatsApp
（’09～）は
13億人

 WeChat
（’10～）は
9.6億人

 Instagram
（’10～）は
7.0億人

テクノロジーの普及速度（～2000年）

主要SNSの
アクティブ

ユーザー数
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新たなテクノロジーは、ここまでに見たミレニアル世代の価値観・行動様式の強化を促す

テクノロジーと”共鳴”するミレニアル世代

3Dプリンター

自動運転

テレプレゼンス・VR

AI・ロボティクス

仕事
多様な働き方が浸透し
通勤行動が大きく変化

余暇
ひきこもりと、リアルの
充実の同時進行

生活・活動単位
世帯・活動の単位は

個人中心に

テクノロジー
ミレニアル世代の

行動様式 テクノロジーとミレニアル世代の”共鳴”

 3Dプリンターなどが家庭に普及すれば、自宅にいながら買い物ができたり、
プロの料理が食べられるなど、生活のQOL（Quality of Life）を高める

自宅での選択肢が量的・質的に増えることで、ひきこもり化が一層進展する
可能性も

自動運転などに代表されるモビリティの進化は、移動のコスト（時間、お金）
を大きく低下させる

 これらの技術は、人々の行動範囲・時間を広げ、アクティブ層は余暇を一層満
喫することに

 テレプレゼンスやVRの導入は、別々に生活、行動する人々を仮想的に繋げ
ることから、フィジカルな世帯や団体行動の意味が希薄化

生活・活動単位の小規模化はミレニアル世代の価値観と共鳴し、ますます
進む

 AI・ロボティクスの進化は、人々の雇用・業務を奪うと同時に、働く個人の
省力化・生産性効率に寄与する

結果として、従来できなかった新たな働き方も実現しうる
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世代交代とテクノロジーの進展により国土、生活・移動インフラへの要請も大きく変わる
昭和（高度経済成長期）の思想で設計された国土、生活・移動インフラを見直すべき時期に

国土、生活・移動インフラへの要請

予想される変化

ポリセントリック
 生活圏が広がるとともに、生活・移動の

スタート地点、ゴール地点が分散し、より
複雑なインフラ設計が必要に

 複雑なインフラ運営を実現するための基盤と
なる”国土のデジタル化”が求められる

コンポジット
 中心部への移動と周辺地域間の移動が

混在し、分散型のネットワーク構築が必要

 郊外のベッドタウンに加えて、職住近接の要
請も

モノセントリック
 中心部への移動が集中し、環状型の

”効率的”なネットワーク構築が必要

 中心部を取り巻くように、郊外にベッドタウン
が生まれる

国土、生活・移動インフラへの要請

生活・活動主体
小規模化し、人口減少下でも
生活・活動主体は増加しうる

目的地
余暇の過ごし方が多様化・複雑化を

遂げるとともに、生活圏は拡大

移動時間
仕事や家事の時間の制約から
解放され、活動時間は多様化

居住地
距離の重要性が減ることで、

現在よりも居住地（スタート地点）が分散

昭和

平成

ポスト平成

移動手段
自動運転車、人用ドローンなど

様々な移動手段が乱立
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しかしながら、2050年を見据えると、人生100年時代を生きるポスト・ミレニアル世代以降の
台頭、シンギュラリティ後のテクノロジーの爆発的な発展が全く異なる世の中を形成する可能性
も存在

その他のシナリオ

新たなデジタルデバイド

 人々が集積していて投資対効果を得
やすい都心部ではテクノロジーにより最
適化された生活が実現するが、地方
部との間で大きな格差が生じる

遊牧民

 職場などへの制約がなくなることで定住
という概念はなくなり、人々が季節や
時期を通して、好きな場所へ移動する
ように

カウンターカルチャー

 家で何でもできてしまうからこそ、リアル
な”体験”を追求する人々も増加、街
はエンタメ要素にあふれかえる

ユビキタス2.0

 どの場所にいても、便利に暮らすための
インフラとして、共通化・標準化された
情報基盤が整備される

在宅型ライフ

 VRやコトのEC化の進展により、家に
いながらなんでもできる環境が実現し、
いかに外出せず、家で快適に過ごせる
かが都市の魅力に

人生設計の複線化

 人生100年時代を迎えて、進学・
入社・引退という直線的な人生設計
から、複線化することで、人生の大き
な”移動”のタイミングが増加・変更
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デジタル変革の本質

① データが新たな資源
メガプラットフォーマ―の出現と「エビデンスペースド XX」への加速
・ GAFA、BATとの競争と協創

② コンピューティングパワーや安い電力が競争力の源泉
（プラットフォーマ―の脅威）
・ 新たなエコシステムの構築とエコシステム間の競争に向けた戦略作り

③ 消費者（コンシューマー）へのパワーシフトが続く
・ DexcomとFDAそして民間ハッカーの実例（血糖計）

④ 仕事が変わる
・ 何をどのような時間軸で変えて行くかの青図が必要

⑤ スピードアップと「ピボット」を使いこなす
・ 新たな組織論と文化が必要

⇒更なる効率化と効用が高まり、豊かな（？）世界へ

1

5

2

3

4
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グローバルの時価総額トップ10の顔ぶれは資源・金融から、
プラットフォーマーに大きく様変わりしている

1

２

3

4

5

6

7

8

9

10

時価総額
ランク

2007年 2017年

($B) ($B)

GE

中国工商銀行

チャイナ・モバイル

ペトロチャイナ

ガスプロム

510

448

422

406

372

344

294

ロイヤル・ダッチ・シェル 280

中国石油化工集団 267

266

3,609上位10社時価総額：

775

650

561

492

475

432

392

382

358

339

4,855

ExxonMobil

Microsoft

中国建設銀行

アップル

Google

Microsoft

フェイスブック

amazon

BERKSHIRE HATHAWAY

Alibaba Group

Tencent 勝迅

Johnson & Johnson

ExxonMobil
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一方で、日本を見てみると、この10年間でトップの顔ぶれに
大きな変化は見られない

時価総額
ランク

2007年

(兆円)

20.3

11.0

8.4

8.2

6.5

6.4

6.3

6.3

6.1

5.8

85.3上位10社時価総額：

2017年

(兆円)

KDDI

20.1

11.1

10.0

9.5

9.4

7.6

7.5

6.5

日本郵便

6.3

6.1

94.1

1

２

3

4

5

6

7

8

9

10

TOYOTA

MUFG

NTT docomo

NTT

三井住友銀行

JT

Canon

HONDA

SONY

MIZUHO

TOYOTA

NTT

NTT docomo

SoftBank

MUFG

JT

KEYENCE

ゆうちょ銀行
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デジタル化に向けて取り組む、柳井CEOの市場や競合の捉え方は従来の製造小売事業者
のそれとは異なっている。「志本主義」で変革をリード

柳井CEOの危機感－全てのビジネスはデジタルビジネス

市場

競合

 衣料品は未だに人海戦術の業界で、
特に日本は人が足りない

 全ての産業が新しいテクノロジーを利用すべき
 あらゆる産業が情報産業とサービス産業に

変わっていく
（日本経済新聞 3月17日号）

 GoogleやAmazonも競争相手だし、
どこから敵が現れるかもわからない

 カジュアルウェアとスポーツウェアの境目もない
からナイキやアディダスもライバルだ

 競争相手は全部だが、全部協業しなければならない
ー 情報産業は既にそうなっている

（日経MJ 3月20日号）

基本
姿勢

「全ての企業が創業期に戻り、
根源を問い直す時代」

（日経ビジネス 2017年1月19日号 ）

情報製造小売業への転換
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市場資本主義→協働型コモンズへ？

出典：“The Zero Marginal Cost Society” （限界費用ゼロ社会）より、 Jeremy Rifkin, 2015

IOTがコミュニケーションズ、エネルギー、
そしてモビリティーの効率性や生産性を極限まで高める

モノやサービスを一つ追加するコストは限りなくゼロ

エネルギーは自然エネルギーにシフト

多くのモノやサービスはフリーになり、資本主義は衰退する

台頭するのはシェアリング・エコノミーや新たな公共財


